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抜粋



１．モーダルコンビネーションWG 概要

主旨
物流の持続可能性向上を実現するため
生産性（ドライバー一人あたりの輸送力）と環境性（営業用トラックの約1/11）に優れた
輸送モードである鉄道コンテナ輸送をRe:Design
より社会的に活用されるモデルとして再構築することを目指す
幅広い参加者による協働・協議の場として
JPIC(ﾌｨｼﾞｶﾙｲﾝﾀｰﾈｯﾄｾﾝﾀｰ) PI実現コンソーシアムに「モーダルコンビネーションWG」を設置

当面の主要活動テーマ
①JR貨物＆利用運送事業者（※通運事業者）が、一般貨物運送事業者（※トラック事業者）と共同して実装する

 「パレット単位でのトラック＆レールサービス（以下、パレットJR便）」をフィジカルインター
  ネットの具現化モデルとしてメンバーの協議・参画を通じてスピーディーに高度化

②鉄道コンテナ輸送をRe:Designしてモーダルコンビネーションを推進
             特に、トラックと鉄道が平常時からもう一歩踏み込んだ連携運用をすることにより

災害時にも一定の輸送を確保するハイブリッド連携モデルについて、
荷主および物流事業者のメンバー間でその有用性･実現性を協議･共有し、
具現化モデルのパイロット実証化にこぎつけ、実装へつなげる
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 主要プロジェクト① パレットJR便

背景
流通や消費の構造変化により、物流へのニーズは多頻度小ロットにシフトしている。

課題
物流事業者と荷主企業が１対１では、多頻度化が進むほど輸送効率が低下する
（積載率が低く、中長距離は片荷になる）。

検討状況
パレット単位で、トラック事業者による幹線と域内集配を分業したリレー型（N対N)の
共同輸配送サービスを提供しているSustainable Shared Transport（SST）とJR貨物で、
レール＆通運事業者&トラック事業者でのパレット混載輸送について協議を重ねてきた。

回送鉄道コンテナの空きスペースを活用することで、上記課題を緩和できる実用モデルの
メドがたったことから、４月末からトライアルを開始
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２.当面の２つの主要プロジェクト
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主要プロジェクト② トラック鉄道ハイブリッド連携

   背景
2026年問題(荷主義務化)、さらに2028年問題(トラック新法)･2030年CO２排出量目標対応が必要

課題
トラック新法施行によるトラック適正原価導入やカーボンニュートラル加速化等の状況に対処する
ため、トラック事業の健全性を図りつつ、急激な物流コスト上昇を抑制した低炭素で効率的な
新しい輸送モードを創出・拡大することが必要

提案
鉄道コンテナ輸送をRe:Designして、トラックの利便性を生かしつつ、低炭素で生産性の高い

鉄道のリソース活用と組み合わせたモーダルコンビネーションを推進
特に、トラックと鉄道が平常時からもう一歩踏み込んだ連携運用をすることにより、災害時にも

一定の輸送を確保するトラック鉄道ハイブリッド連携モデルの構築を目指す
モデル案を提案し、荷主および物流事業者のメンバー間で、その有用性･実現性を協議･共有し、
具現化モデルのパイロット実証化にこぎつけ、実装へつなげる

8

※これまでの鉄道BCP策は、トラックを追加手配するものであったり、寸断時には枠を大きく増やしてもらうために平時は使

わない船舶枠を余分にコストをかけて押さえ、寸断時には船舶枠を増やしてもらって追加でトラック･船舶便を手配しようとす

るものであったが、余分なコストや追加手配が必要なうえ、結局、鉄道寸断時には船舶枠は競争となって必ずしも枠を増やし

てもらうことができないという状況に陥っていた。今回提案するモデル①～③は、鉄道便とトラック･船舶便をトータルで捉え

て、追加手配ではなくその枠内で優先順位付けしてやりくりするもの。
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モデル案③幹線に地方エリアも含めたアライアンス・コードシェア便（JR貨物と利用運送事業者等が協定締結）

 幹線中心ハイブリッド便を地方エリアにも広げたアライアンス・コードシェア（将来像）
✓ JR貨物と利用運送事業者が協定を締結し、条件を満たした物流拠点をJR貨物の鉄道コンテナ輸送システム＝IT-FRENS＆

TRACE 上の「貨物駅」と同様扱いとし、トラック(･船舶)便と鉄道利用便をトータルで捉えて、フィジカル、システム両面で

鉄道ネットワークと一体運用、 DX化を実現

モデル案①BCPトラック鉄道スイッチ特約付便（利用運送事業者がJR貨物と連携して設定）

 鉄道利用に特約を付け、鉄道寸断時にトラック･船舶利用輸送へのスイッチを選択
✓ 陸路による鉄道代替ルートが無い北海道発着貨物を中心に平常時より、鉄道便とトラック･船舶便を併用

✓ 鉄道寸断時は、トータルの枠内で優先順位付けし、トラック･船舶便積載貨物を決定（スイッチ特約付は優先順位高へ）

トラック・鉄道ハイブリッド連携モデル概要（案） ※便の名称は、いずれも仮称

トラックと鉄道が平常時からもう一歩踏み込んだ連携運用をすることにより災害時にも一定の輸送を確保する
「トラック･鉄道ハイブリッド連携モデル」案
⇒荷主および物流事業者のメンバー間でその有用性･実現性を協議･共有し、具現化モデルのパイロット実証化へ

モデル案②トラック鉄道ハイブリッド便（利用運送事業者がJR貨物と連携して設定） ※まずモデル案②を検討深度化

 トラック(･船舶)便と鉄道利用便をトータルで捉えて、運用を一元化
輸送モードの割振り等をトータルで一元的に運用し、最適化。車両基地等物流アセットを共通化も検討

⇒トラック：長距離ドライバー不足を鉄道比率増により乗り切る／ 鉄道：鉄道障害時に一定の優先貨物の輸送を継続できる

※将来、自動運転トラック(バイオ燃料使用)等と組み合わせて、低炭素型省人化モードを実現



運送契約窓口

トラック・鉄道ハイブリッド連携モデル概要 モデル案②スキーム方向性（案）

• 元請事業者（利用運送事業許可必要）が荷主と運送契約を包括受託し、各モードを一元運用（輸

送モードへの配分割合は元請が差配；原則半数ずつ）

• 鉄道寸断時はトラック輸送力（５割）のみ輸送を継続、追加オプション（有料）設定客に当該輸

送力を再配分する（サプライチェーンを一定程度維持できる）

トラック鉄道ハイブリッド便

駅

発
荷主

駅

着
荷主

鉄道利用運送事業者
または

トラック事業者
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５

５
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ド
別
シ
ェ
ア

：

５

５

１０（元請が配分）

（※）一社単独または他事業者
との連携（下請）形態を想定

平常時

駅

発
荷主

駅

着
荷主

０

５

モ
ー
ド
別
シ
ェ
ア

：

０

５

５（元請が再配分）

鉄道寸断時

優先オプション（有料）を契約で
設定した貨物に輸送力を再配分



トラック・鉄道ハイブリッド連携モデル概要 モデル案②スキーム方向性（案）

想定されるメリットと課題
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メリット 課題

運送
事業者

鉄道

•リードタイム余裕度の許容
•各モード積載対応（荷姿・ロット；パレット化
必須）
•優先手配を希望する貨物はオプション付与必要
（追加コスト）

•契約窓口一本化
•鉄道寸断時、代替手配不要（労力・コスト）
•優先オプション有（サプライチェーン寸断回避）
•物流コスト上昇（適正原価導入等）への備え
•CO2排出量削減推進
•持続可能な物流構築

荷主

利用運送事業者
•鉄道寸断時、代替手配不要（労力・コスト）

トラック事業者
•ドライバー不足対応（長距離行路のみ⇒短距
離の集配業務との組合わせによる要員削減）

•鉄道寸断時、代替手配不要（労力・コスト）
•弱点である災害BCP対応力をトラックで補完
•信頼性向上によるモーダルシフト提案加速
•輸送量増による単位当たり輸送コスト低減
⇒物流マーケットでの競争力が相対的に向上

•各モード一元管理（運転手、車両、営業所等ア
セット）（※）
•各モード積載対応（荷姿・ロット；パレット化
必須）
•優先オプション貨物の輸送枠再割り当て（鉄道
寸断時）

•価格設定の値頃感創出
①ハイブリッド便本体：トラックより低廉
②優先オプション付き：トラックと同額
（通常時から併用するトラック運賃額と同額）
•有料オプション設定数に制限あり（トラック輸
送力が上限）⇒より多くの事業者参画を募る必
要性

ご参加の皆さまからのご意見をお願いします。
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